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新型コロナウイルスパンデミック対策における情報技術のアジャイル開発
― 国内における動向と課題 ―

町田 裕璃奈1,a) 奥村 貴史2,b)

概要：2020年に入り生じた新型コロナウイルスによるパンデミックに際して，さまざまな情報システムが開
発された．わが国においては，東京都の関連情報提供サイトがオープンソースで提供された他，Bluetooth

を用いた接触確認アプリもオープンソースにて供与されている．そこで本研究では，パンデミックを契機
として国内でリリースされたこれらアプリやシステムについて網羅的な情報収集を行い分析した．
検索エンジン等を用いて調査した結果，2020年 1月から 10月末までの間にリリースされた 567件の開発
成果物をリスト化することができた．種別としては，東日本大震災や熊本地震の際と同様に，情報の可視
化を目的としたサイトの開発が盛んであった．また，今までの災害と比して，多くの企業が自治体や学校，
政府へサービスの無償提供を積極的に行っていたことが確認できた．一方で，今までの災害と同じく，個
人による試みは早期に終了する傾向にあることがわかった．今後，災害対応としてのシステム開発におい
て，開発効率の向上や安定運用に向けた経験の蓄積と教訓の共有が望まれる．

1. 序論
社会的影響の大きい各種災害が発生した際，情報系技術

者がボランティアとして災害対応に資するアプリケーショ
ンやシステムを開発するケースが一般的になりつつある．
その嚆矢となった 1995年の阪神・淡路大震災においては，
各種の「情報ボランティア」が，災害時に生じる各種の情
報ニーズへの充足を目指した活動を行った [1]．この震災
を契機に災害に対する官民における危機管理体制の整備が
進み，2011年の東日本大震災では，放射能汚染情報の可
視化や計画停電情報等，多数の災害対応用のシステムがボ
ランティアの手によって ad-hocに開発されるに至ってい
る [2]．この傾向は拡大しており，2016年の熊本地震にお
いても，東日本大震災とは様相の異なる局地災害への対応
のため，さまざまなシステムが開発された [3]．
2019年 12月，中国にて，現在世界的な混乱を引きこし

ている新型コロナウイルス感染症の最初の患者が見出され
た [4]．この全世界的なパンデミックにおいてもまた，災
害の様式に応じた新たな情報ニーズが生じ，エンジニアら
によってさまざまな情報システムが開発され，実戦に供さ
れてきた．2月 27日に安倍前首相が全国の小・中・高等学
校に休校を要請し，年度をまたぐ長期休校となった頃から
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は，オンライン授業を行うためのツールや，自宅学習を支
援するシステムが無償提供されるようになった [5]．また 4

月 7日に緊急事態宣言が政府から発令され，同月 16日に
宣言が全国に拡大された後は [6]，余剰在庫の通販プラット
フォーム [7]やテレワークを支援するツール [8]など，多様
なニーズに合わせたシステムが開発されている．
このように数多くのシステムがボランティアの手により

急造される一方で，その全体像の把握を目指す試みは知ら
れていない．東日本大震災以降，対応に尽力した各種NPO

が，公益に資する情報技術の研究開発を Civic Techとして
組織化するケースが増えている [9]．それでも，個々の開発
者は，それぞれの動機に基づいて，ボランティアの字義通
り，自らの専門性に応じて自ら志願し他に強制されること
なく研究開発を行う．そのため，主要なプレーヤの動向に
ついては分かりやすくなった一方，研究開発の全体像の把
握は依然容易ではない．そして，時には，複数のチームが
類似するシステムの開発を同時に開始し，本来は協力関係
にあるべきボランティア開発者同士が競合関係に陥ってし
まう非効率すら生じることになる [3]．果たして，我々開発
者は，こうした状況下において適切に振る舞い，社会的な
期待に十分答えることが出来ていたのであろうか．
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そこで本研究では，新型コロナウイルスによるパンデ
ミックを契機として国内でリリースされたアプリやシステ
ムを対象に網羅的な情報収集を行い，その開発状況の全体
像の解明を目指した．本稿は，その速報として，2020年 11

月 10日までの調査結果について報告を行う．まず次章に
おいて調査方法を概説し，3章において調査において捕捉
した開発成果物の概要及び分析結果を示す．4章では，そ
の結果を元に，過去の災害におけるシステム開発と比較し
ながら，危機管理事案下の安定的なシステム開発のあり方
について考察を加える．最後に，5章にて，報告を総括し，
今後の展望について記す．

2. 調査方法
調査にあたっては，今回のパンデミックを契機として国

内でリリースされたアプリやシステム，サービスを網羅的
に収集することを目標とした．
学術的な研究における情報収集に際しては，調査の客観

性と再現性を担保するため，システマティックな調査が望
まれる．すなわち，事前に吟味したキーワードを用いて，
特定のデータベースにおいて検索を行い，その結果得られ
るリストから客観的な基準に基づいて対象となる情報を抽
出すべきであると考えられる．
しかしながら，本調査は，調査の客観性以上に，時々刻々

と変化する大災害下にあって，必要な情報をより多く収集
していくことに価値があった．そのため，システマティッ
クな文献調査に加えて，筆者らの目に留まったニュース記
事や Twitter投稿等を適宜統合する形で調査を進めた．
以下に、システマティックな調査において検索に用いた

キーワードと，検索エンジンのヒット数，使用した検索エ
ンジンについて整理する．

• コロナ リリース（2020/8/31-10/25 分のプレスリリー
ス，prtimesサイト内検索）

• コロナ “リリースしました”（2020/8/1-2020/10/26分
の投稿，Twitter検索）

• LINE コロナお知らせシステム 開発（11,500,000 re-

sults，Google）
• コロナ 自主隔離 システム（429,000 results，Google）
• コロナ 自主隔離ツール（214,000 results，Google）
• 自治体 コロナ 無償提供（1,860,000 results，Google）

上記の情報収集を通じて，プレスリリースや関係ウェブ
サイト中に記載された情報から，システム名称，概要，リ
リース日及び状態を抽出し台帳化すると共に，定期的に内
容を見返して情報を更新した．以下では，2020年 1月から
10月末までの開発成果物について論じる．

3. 調査結果
調査の結果，パンデミックを契機として国内でリリース

された開発成果物 567件が得られた．これらを，提供対象
と目的，システムの提供者，リリースした日と現在の状態
について分類した．開発成果物には，Webサイト，PC・
スマートフォンアプリや通信環境がなくても利用可能なシ
ステムなど幅広いプロダクトが含まれた．ただし，調査手
法の制約により，統計の正確性や網羅性にはある程度の限
界があることに留意されたい．

3.1 提供対象と目的による分類
今回の新型コロナウイルスによるパンデミックは，今ま

での災害と異なり，特定の地域ではなく社会全体に大きな
インパクトを及ぼしている．そのため，新たに開発された
システムやツールは膨大な数に上った．そこで，分類に際
しては，まず，「システムが想定する利用者」によって大分
類を設定したうえで，中分類として，その利用者毎に「シ
ステムの目的」を設定する 2層構造とした（表 1）．
利用者としては，「一般個人」，「行政・地方自治体」，「医

療機関」，「教育機関」，「法人・団体」，「研究開発者」を設定
した．ここでの法人・団体は，法人格の有無を問わず，複
数人から構成される組織とする．なお，システムによって
は，地方自治体及び医療機関向け，一般個人及び教育機関
向けなど複数の提供対象がある場合もあった．その際は，
同一システムが複数の利用者分類それぞれに重複してカウ
ントした．システムの目的も，利用者と同様に，複数の目
的を持つシステムは複数の中分類にてカウントされている
ケースがあることに注意されたい．
また，今回の調査の中で，パンデミック以前に開発・リ

リースされた有料のシステムが，パンデミックを契機とし
て無償または特別価格で提供されているケースが散見され
た．参考のため，それらシステムについても分類し，「既
存」というカラムに分けて示した．新規の開発成果と同様
に，複数の分類項目にて計上した結果，最終行に記載され
た合計がシステムの合計と合致しないことに留意頂きたい．
表 1によると，一般個人向けには，陽性者数や空き病床

数などの情報の可視化を目的としたサイトが最も多く提供
され，その数はパンデミックを契機としリリースされたシ
ステム全体の 3 分の 1 を占めた．また，情報を収集整理
してまとめたり，探しやすくしたりしたサイト（キュレー
ションサイトや検索エンジン）も多く提供された．子ども
の学習支援分野のサービスの無償提供も，一般個人向けの
無償提供 39件中 36件と盛んだった．法人・団体向けに開
発されたシステムについては，感染拡大を抑制するための
システムが最も多かった．また，無償・特別価格での提供
は，テレワーク支援のツールが最も多く，53件であった．
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表 1 開発成果物の分類

対象者/目的 概要 新規 既存 主要なプロダクト
一般個人: 個人向け，一般大衆向けなど，基本誰もが利用対象のシステム
感染状況の可視化 陽性者数や空き病床数などの情報を

グラフや表にしまとめたサイト 134 0
東京都 新型コロナウイルス
感染症対策サイト

情報探索支援 検索エンジンやキュレーションの
サイト及びチャットボットサービス 44 0 新型コロナウイルス総合検索

感染予防支援 感染拡大を抑制するシステム 16 1 COCOA

教育支援 子どもの学習，登校，発育を支援 14 36 カタリバオンライン
相談・カウンセリング 相談の予約支援や bot による補助 10 2 新型コロナ対策パーソナルサポート
通販 通信販売のプラットフォーム 7 0 社会貢献型通販モール：WakeAi

外食支援 飲食店での食事，デリバリー，
テイクアウトに関連したシステム 4 0 iTELL～開いてる？～

隔離支援 自主隔離用の部屋探しプラットフォーム 2 0 Sumyca

運動支援 トレーニング，スポーツなど運動
指導や関連コンテンツ 2 0

Sports assist you

～いま、スポーツにできること～
その他 6 0 コロナ給付金寄付プロジェクト
行政・地方自治体: 都道府県・市区町村や保健所などが利用対象のシステム
感染予防支援 接触者追跡や体調管理など感染拡大を

抑制するシステム 11 3 CovidChaser

業務効率化 行政手続きやその他の業務のオン
ライン化を支援 8 11 LoGo フォーム

情報探索支援 検索エンジンやキュレーションの
サイト，チャットボットサービス 2 3

みんなの命を守るために
レスキューホテルプロジェクト

高速開発支援 自治体主導のシステム開発を支援 1 2 リスク通知システム
その他 3 4 DS.INSIGHT

法人・団体: 企業やその他組織が利用対象のシステム
感染予防支援 感染拡大を抑制するシステム 57 0 LINE コロナお知らせシステム
テレワーク支援 オフィスの外での業務/研修支援ツール 22 53 クロスオーダー販促
飲食店支援 飲食店のセルフオーダーシステムや

電子クーポン管理ツール，経営支援 11 8 Crossi Free

健康管理支援 組織のメンバーの体調管理システム 6 2 らくらく健康観察
情報探索支援 検索エンジンやキュレーションの

サイト，チャットボットサービス 5 4
都内中小規模飲食店様向け
助成金/融資情報検索サイト

エンターテイメント
支援

オンラインイベントの開催
支援やコンテンツの配信 3 1 Convention Connect

その他 6 3 LINE コール
医療機関: 医療従事者が利用対象のシステムや，医療機関に提供されるシステム
遠隔医療支援 オンライン診療，服薬指導のシステム 6 3 curon typeC

情報探索データベース 症例や空き病床数のデータを確認できるシステム 5 0
横断的 ICU 情報探索システム
（CRISIS）

院内感染予防支援 主に院内感染を予防するための
システム 4 3 3 密検知システム

その他 2 2
新型コロナウイルス感染症対策
特設ストア

研究開発者: 様々な分野の研究者及びシステム開発者が利用対象のシステム
情報探索支援 論文や開発の知識を整理したサイト 8 1 COVID-19 データポータル JAPAN

高速開発支援 ミドルウェア，API など 2 2 Exposure Notification API

計算資源・ツール提供 サーバー，データ分析ソフトなど 1 6
さくらのクラウド、ウェブアクセラ
レータ（CDN サービス）

研究プロジェクト プロジェクト，ハッカソンの
プラットフォーム 1 0 Rosetta@home プロジェクト

その他 1 0
バイオインフォマティクストレー
ニングサービス

教育機関: 小中高等学校及び特別支援学校などが利用対象のシステム
授業支援 授業管理，オンライン授業，生徒の

学習管理の補助システム 4 11 ToScLiveTM

健康管理支援 学生や教員の体調管理システム 2 0 らくらく健康観察
オンライン教材 授業内で使えるオンライン教材 1 4 すらら
保護者連絡支援 保護者との連絡，情報発信システム 1 4 LINE で連絡帳
その他 2 2 MOCHA

合計 414 171
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表 2 感染状況の可視化を目的としたシステムの提供元の分類

提供元の分類 提供数 割合
個人の有志 44 30.3%

営利組織 25 16.6%

複数人による有志 24 15.9%

有志のコミュニティ 23 4.1%

地方自治体 13 17.2%

非営利組織 6 9.0%

政府 1 0.7%

不明 9 6.2%

合計 145 100.0%

3.2 開発者の分類
続いて，得られたシステムの提供元について分類した結

果について述べる．分類の項目を以下に示す．

• 個人の有志: 個人によるボランティア
• 複数人による有志: 今回のパンデミックを契機として
集まった 2人以上のグループ

• 有志のコミュニティ: パンデミック以前より活動実態
があり法人格を取っていないボランティアのグループ

• 地方自治体: 都道府県および市区町村の各自治体
• 非営利組織: 法人格をもつ営利目的でない組織
• 政府: 日本政府及び関係省庁
• 営利組織: 法人格を持ち，利潤を得ることを目的とし
て活動する組織

• 不明

なお，複数人の有志には，開発プラットフォームとして
有名な GitHub（https://github.com/）上で，複数人が
ソースコードの改善に貢献した事例も含む．また，分類項
目の異なる複数の団体が関わったシステムについては，提
供対象の分類と同様に重複して集計している．
以上の分類方法で得られた結果のうち，今回は感染状況

の可視化を目的としたシステムと有志の人々が開発したシ
ステム，営利組織による無償提供，そして地方自治体が開
発に関わったシステムについて述べる．
まず，感染状況の可視化を目的としたシステムを，表 2

に示す．これによると，法人格の有無を問わない場合，感
染状況の可視化を目的としたシステムの提供元の 66.9%，
およそ 3分の 2を，有志の人々が開発した成果物が占めて
いることが分かる．また，有志の人々がどういった目的の
システムを開発しているかを分類したものを，表 3に示す．
有志のなかでも，非営利組織として法人格を取っているグ
ループ以外は，感染状況の可視化のためのシステムを多く
開発していたことが分かる．
次に，営利組織の無償提供と無償提供以外のシステムに

おける提供先について分類したものを表 4に示す．これに
よると，営利組織は，教育機関と自治体にそれぞれ半数以
上のシステムを無償提供していたことが分かる．

表 3 有志の人々による開発成果物の分類

目的 個人の有志 複数人に
よる有志

有志の
コミュニティ

非営利
組織

感染状況の
可視化

84.6% 75.0% 95.8% 18.8%

情報探索支援 11.5% 15.6% 4.2% 25.0%

感染予防支援 3.9% 3.1% 0.0% 6.3%

情報探索
データベース

0.0% 3.1% 0.0% 6.3%

授業支援 0.0% 0.0% 0.0% 3.1%

教育支援 0.0% 0.0% 0.0% 18.8%

研究
プロジェクト

0.0% 3.1% 0.0% 3.1%

計算資源
・ツール提供

0.0% 0.0% 0.0% 6.3%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 12.5%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

表 4 営利組織による無償提供とそれ以外の件数

営利組織の提供先 無償提供 無償提供以外
研究開発者 7 7

医療機関 8 16

教育機関 22 8

行政・地方自治体 27 26

一般個人 37 106

法人団体 71 91

地方自治体が開発したシステムのうち，既存のシステム
を利用せず新しく開発したものは 60.4%であった（表 5）．
ここで，新しく開発したシステムの例として，東京都の新
型コロナウイルス感染症対策サイトと神奈川県の LINEコ
ロナお知らせシステムについて述べておきたい．
東京都の新型コロナウイルス感染症対策サイトは，東京

都内の最新感染動向などの情報を分かりやすく表現した
ウェブサイトで，一般社団法人 Code for Japanが東京都
の委託を受け開発し，3月 3日の公開以降 1日 100万 PV

を超えている [10]．同サイトのコードは公開されており，
“東京都と同じフォーマットでデータを公開する自治体で
あれば，同様のサイトをプログラマーなしで作ることがで
きる” とされている [11]．
また，神奈川県の LINEコロナお知らせシステムは，施

設や参加イベントにおける感染者の通知システムで，QR

コードを事業者に発行し来場者に読み取ってもらうこと
で，その場所で感染者が出た場合に来場者に通知できる．
ワークログ株式会社がシステム構築を担当し，kintoneや
関連アプリを用いて開発．施策発表から 5日でリリースし
た [12]．神奈川県の取り組みにつづき多くの自治体が同様
のシステムを開発し，2020年 11月 10日現在 31件確認さ
れている．
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表 6 月ごとの有志による感染状況の可視化を目的としたシステムのリリース数

提供元 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月
個人の有志 2 4 19 7 — 2 — 1 — —

複数人による有志 — 1 13 4 — — — — — —

有志のコミュニティ — — 16 1 — — — — — —

非営利組織 1 — 3 — — — 1 — — —

表 7 月ごとの有志によるシステムの終了及び停止数

提供元 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月
個人の有志 — 1 2 3 4 — — 1 2 —

複数人による有志 — — — 1 2 — — 1 — —

有志のコミュニティ — — 1 2 — — — — — —

非営利組織 — — — — 1 3 1 — — —

表 5 地方自治体が新規にシステムを開発した割合

新規 既存システムを
利用した開発

その他

60.4% 37.5% 2.1%

3.3 リリースした日とシステムの継続維持の分類
最後に，特に有志の提供元による開発成果物がリリース

された日と現在の状態について記す．なお，リリース日に
関しては，提供元の公式発表や関連記事から収集したため，
全てのシステムのリリース日を捕捉できているわけではな
い．ただし，次に述べる有志により開発された感染状況の
可視化を目的としたシステムについては，公開日の捕捉率
が 77.3%と，ある程度の代表性がある統計が取得できてい
る．この，有志による感染状況の可視化システムの月ごと
のリリース数（表 6）をみると，3月がリリースのピーク
となっていることが分かる．また，個人の有志は，他の有
志のグループよりも，システムが早期に公開される傾向に
あった．
このような有志によって開発されたシステム全体では，

システムの更新停止やサービスの終了は 5月がピークであ
る．そのうち，個人の有志は早期から開発が停止される傾
向にあり，有志のコミュニティ，複数人による有志，非営
利組織が後に続く．また，個人の提供する現在稼働してい
ないシステム 25件のうち，終了を明言しないまま放置・停
止するケースは 20件であり，明言して終了するシステム
の 4倍と多い．

4. 考察
4.1 感染状況の可視化を目的としたシステムについて
3.1節で述べたように，一般向けの感染状況の可視化が
目的のシステムはシステム全体の約 3分の 1と，その数も
割合も多い．このような結果が現れた理由として挙げられ
るのは以下の 3点である．

まず，可視化によって今後の見通しがつきやすくなるこ
とが影響したと考えられる．株式会社サーベイリサーチセ
ンターの 6月の調査 [13]では，日本における回答の 48.8%

がパンデミック以降 “いつまで続くのか、見通しがわから
ないこと”を不安だと答えている．したがって，感染状況
の今後の予測を立てやすいグラフや表の需要が高まったと
考えられる．また，これらシステムが感染拡大初期にあた
る 1月からリリースされたことや，個人の有志によるサイ
トが 30.3%と多いことからも，その需要の高さが知れる．
東京都の新型コロナウイルス感染症対策サイトのソース

コードが公開されたことも，システムの増加に貢献した．
表 6において 3月にリリースのピークがくるのは，東京都
の新型コロナウイルス感染症対策サイトから派生したサイ
トが同月に 42件，うち有志が立ち上げたものだけで 36件
開設したからである．これは，3月 3日に同サイトのソー
スコードが公開され，さらに，少なくとも同月 20日には
その開発に関するナレッジを共有するサイト [14]が開設さ
れていたことも影響した．つまり，コードの土台と知識の
共有によって開発のハードルが下がったため，感染状況の
可視化を目的としたシステムが多くリリースされたと考え
られる．またその結果，同一地域で重複した感染状況の可
視化のウェブサイトが生まれ，大きな団体にサービスを統
合する動きもあった．このことで個人の有志によるサイト
はより終了しやすくなった（表 7）と考えられる．
そして，感染状況の公開の形式が各自治体で異なり，感

染状況の把握が面倒だったことも，可視化のためのシステ
ムの増加の背景と考えられる．日本では，感染症対策につ
いて各地方自治体が責任を負っているため，感染状況に関
するオープンデータの公開形式はHTMLや PDFなどばら
ばらである [15]．したがって，感染状況の日をまたいだ傾
向や，他の地域との比較を得ようとすると，あちこちのサ
イトから異なる形式の情報を集め，形式をそろえて分析す
る必要がある．このような作業を毎日手動で行うよりは，
スクリプトを実行し自動で情報を収集する方が効率的であ

5ⓒ 2020 Information Processing Society of Japan

Vol.2020-IS-154 No.1
2020/12/12



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

り，ゆえにそのようなシステムが多く開発されたと思われ
る．ただし実際は，スクリプトを実行して自動で情報収集
を行っているサイトも多かったが，毎日手動でデータを更
新しているサイトもあった．これは，一部の自治体ではこ
のような情報が非構造データとして配布されており，機械
可読が難しい [16]ことが影響していると考えられる．この
ような情報の形式の違いに関する課題に対し，Ohmukaiら
は，セマンティックウェブ技術を用いて，患者の行動情報
を柔軟に記載し全国的に標準化されたフォーマットでのプ
レスリリースを実現するオープンデータのフレームワーク
（PLOD）を提案している [15]．このような規格を全国一律
で用いることができれば，開発の非効率のみならず，個人
に最適化された接触通知が容易になり，感染症対策にも有
効であろうと期待される．

4.2 そのほかの提供対象のシステムについて
次に，3.1節で述べた感染状況の可視化以外の目的のシ
ステムにおける傾向について補足と検討をしたい．
情報探索支援のシステムが多く開発された一因として，

インフォデミックが挙げられる．インフォデミックとは，
正確な情報と正確でない情報が過剰にあふれてしまうこと
で，今回のパンデミックにおいては世界中で発生している
現象である [17]．この現象により，人々は信頼性のある情
報を欲しいときに得るのが難しくなっており，必要な情報
を収集し整理したサイトや信頼性の高い情報を検索できる
システムの需要に影響したと考えられる．
また，法人・団体向けのシステムにおいて最多の感染予

防支援システムは，2番目のテレワーク支援システムの 2

倍以上多い（表 1）．これは，各自治体の感染リスク通知
サービスがそれぞれ集計されることが原因である．それら
を除外した場合は 26件であり，テレワーク支援が目的の
システムとさほど差はない．ただし，各自治体がそれぞれ
に感染リスク通知サービスを開発したということは，シス
テム開発において自治体同士の連携ができていないことの
示唆でもあり，効率的な開発のためには改善が必要だと考
えられる．

4.3 無償提供の動きについて
3.2節にあるように，営利組織は教育機関と自治体に多
くの既存の有料システム・サービスを無償提供した．この
理由としては，教育機関と自治体における情報通信技術
（ICT）活用の需要の高まりと，営利組織の営業的判断が考
えられる．近年，教育機関と地方自治体ではクラウド化が
推進されている．これは，教育分野では教員の業務を効率
化しアダプティブな学習指導や生徒指導ができるよう [18]，
一方自治体ではマイナンバー制度導入に併せ業務効率化と
コスト削減を目指して [19] のことであった．そこに今回
のパンデミックで，教育機関は休校対応，自治体は給付金

申請やその他手続きにそれぞれオンラインでの対応を迫ら
れ，ICT活用の需要が更に高まったと推察できる．また，
特に自治体はクラウドサービス導入に約 2年ほど検討を要
する [20]ことから，導入したサービスを乗り換えにくい傾
向にある．営利組織は，パンデミックの影響で業績にマイ
ナスの影響が続いており [21]，こうした組織に無償提供を
することで長期の利益改善を見込んだ可能性がある．

4.4 過去の災害におけるシステム開発との比較
以上のことを踏まえて，最後に今回の危機管理事案と過

去の事案におけるシステム開発を比較検討する．
まず，両者の大きな違いは，開発されたシステムの数で

ある．Mizumotoらの研究 [3]によれば，2011年の東日本
大震災では 169件，2016年の熊本地震では 58件のシステ
ムが開発されている．一方今回のパンデミックは未だ収束
していないが，それでも国内では 402件のシステムがパン
デミックをきっかけに開発され，165件のシステムが無償
提供された．これは，パンデミックが過去のふたつの災害
に比べ圧倒的に広い地域で起きていること，そして接触回
避や渡航制限などの感染症対策と情報システムの相性の良
さが影響していると考えられる．また，今までの災害と異
なり，本来有料のシステムの無償提供が積極的に行われた
ことも特徴的である．
一方，開発されたシステムの内容とその開発の継続につ

いて，両者が同様の傾向を示している部分もみられた．具
体的には，3.1節でも述べた情報の可視化を目的としたシ
ステムについて，同様のものが東日本大震災では 112件，
熊本地震では 35件開発されている [3]．また，3.3節の個
人の有志による開発が明言のないまま放棄される傾向につ
いても，東日本大震災では停止した個人の有志によるシス
テム 19件中 12件が明言なしの開発終了となっており [3]，
似たような傾向にあるといえる．
このように過去の災害における開発と同様の傾向が出て

いることは，過去のシステム開発の継続性における問題点
や教訓が受け継がれていないことの示唆ともとれる．しか
し今回は，3.2節で述べた東京都の新型コロナウイルス感染
症対策サイトや神奈川県の LINEコロナお知らせシステム
のような今までになかった事例もある．前者は多くの有志
のプログラマのコミュニティによるアジャイル開発，後者
はミドルウェアによる高速開発を行っており，高速かつ安
定的なシステム開発の好事例であろう．また，これらのシ
ステムが他の自治体にも伝搬していることも特筆すべきで
ある．今回のパンデミックは他の災害と異なり全国的に被
害が生じたため，東京都や神奈川県のように資金力や ICT

活用力のある自治体から積極的なシステム開発の動きが生
じたと考えられる．
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5. 結語
本研究では，新型コロナウイルス感染症のパンデミック

を契機として開発された様々なシステムやアプリケーショ
ンについて調査分析を行った．その結果，今までの災害と
比して，システム全体の数が多く，同時に積極的な無償提
供もみられることが明らかとなった．
一方，感染状況の可視化を目的としたシステムが盛んで

あったことや，個人の有志による開発が終了しやすいこと
は，今までの災害における開発と同様であった．ただし，
東京都の新型コロナウイルス感染症対策サイトを開発した
Code for Japanに代表されるように，東日本大震災，熊本
地震等過去の災害を経て，エンジニアのボランティアが高
度に組織化されアジャイルな開発ができたことは，災害対
応としてのシステム開発という観点からも大きな功績とい
える．行政側が適切なデータ提供を行いさえすれば，それ
を利用したアプリが開発されていく環境は今までに以上に
整ったことが今回数字で示された。
今後，災害対応としてのシステム開発において，開発効

率の向上や安定運用に向けた経験の蓄積と教訓の共有が望
まれる．また，このような情報システムについて調査し台
帳を更新していくことで，システム開発の継続性や開発の
傾向の変化について明らかにしていきたい．
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